
（単位　円）

負債の部

科　　　目

貸　借　対　照　表

2025年（令和7年）3月31日

資産の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　　減

固定資産 125,063,488,112 　      122,770,354,573 　      2,293,133,539 　        

    有形固定資産 60,741,337,053 　       56,172,956,498 　       4,568,380,555 　        

        土地 7,682,914,105 　        7,622,955,343 　        59,958,762 　           

        建物 36,134,620,403 　       33,042,925,989 　       3,091,694,414 　        

        構築物 1,728,784,979 　        1,319,925,186 　        408,859,793 　          

        教育研究用機器備品 1,877,130,633 　        465,146,525 　          1,411,984,108 　        

        管理用機器備品 54,234,458 　           51,819,297 　           2,415,161 　            

        図書 11,389,545,669 　       11,256,970,369 　       132,575,300 　          

        車両 9 　                    1,298,009 　            1,298,000  △           

        建設仮勘定 1,859,141,025 　        1,450,445,260 　        408,695,765 　          

        船舶・舟艇 14,965,772 　           14,632,937 　           332,835 　              

3,248,525,515 　        70,000,000 　           

    特定資産 62,062,284,835 　       64,308,170,707 　       2,245,885,872  △       

        年金引当特定資産 7,013,527,248 　        6,793,601,077 　        219,926,171 　          

        第３号基本金引当特定資産 3,318,525,515 　        

        特定目的引当資産 23,161,481,287 　       22,930,208,369 　       231,272,918 　          

        退職給与引当特定資産 7,405,365,591 　        7,432,522,787 　        27,157,196  △          

        建設資金引当特定資産 13,488,151,751 　       16,557,210,241 　       3,069,058,490  △       

        減価償却引当特定資産 7,675,233,443 　        7,346,102,718 　        329,130,725 　          

    その他の固定資産 2,259,866,224 　        2,289,227,368 　        29,361,144  △          

        電話加入権 1,497,792 　            1,938,592 　            440,800  △             

        施設利用権 3,488,125 　            4,274,172 　            786,047  △             

        有価証券 15,000,000 　           15,000,000 　           0 　                    

        収益事業元入金 15,000,000 　           15,000,000 　           0 　                    

        長期貸付金 2,175,286,651 　        2,204,243,738 　        28,957,087  △          

        特許権 6,142,615 　            8,676,708 　            2,534,093  △           

        敷金 29,162,820 　           29,402,820 　           240,000  △             

        長期前払金 14,288,221 　           10,691,338 　           3,596,883 　            

流動資産 7,158,941,777 　        7,199,219,489 　        40,277,712  △          

    現金預金 6,280,885,561 　        6,335,734,726 　        54,849,165  △          

    未収入金 794,517,585 　          788,450,125 　          6,067,460 　            

    短期貸付金 28,268,367 　           28,268,367 　           0 　                    

    前払金 50,089,135 　           43,590,660 　           6,498,475 　            

    立替金 1,969,512 　            657,235 　              1,312,277 　            

    仮払金 3,211,617 　            2,518,376 　            693,241 　              

資産の部合計 132,222,429,889 　      129,969,574,062 　      2,252,855,827 　        

本年度末 前年度末 増　　　減

固定負債 16,939,242,578 　       17,376,280,065 　       437,037,487  △         

    長期借入金 3,157,140,000 　        3,724,950,000 　        567,810,000  △         

    退職給与引当金 6,768,575,330 　        6,857,728,988 　        89,153,658  △          

    年金引当金 7,013,527,248 　        6,793,601,077 　        219,926,171 　          

流動負債 7,630,186,127 　        7,254,213,933 　        375,972,194 　          

    短期借入金 567,810,000 　          567,810,000 　          0 　                    

    未払金 1,228,297,094 　        807,533,657 　          420,763,437 　          

    前受金 5,041,823,500 　        5,085,837,000 　        44,013,500  △          

    預り金 788,255,533 　          793,033,276 　          4,777,743  △           

    仮受金 4,000,000 　            0 　                    4,000,000 　            

負債の部合計 24,569,428,705 　       24,630,493,998 　       61,065,293  △          

純資産の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　　減

115,004,266,985 　      6,983,003,568 　        

2,318,041,408 　        0 　                    

    第１号基本金 116,350,703,630 　      109,437,700,062 　      6,913,003,568 　        

105,339,080,064 　      2,313,921,120 　        

    翌年度繰越収支差額 14,334,269,369  △      9,665,186,921  △       4,669,082,448  △       

負債及び純資産の部合計 132,222,429,889 　      129,969,574,062 　      2,252,855,827 　        

純資産の部合計 107,653,001,184 　      

繰越収支差額 14,334,269,369  △      9,665,186,921  △       4,669,082,448  △       

    第３号基本金 3,318,525,515 　        3,248,525,515 　        70,000,000 　           

    第４号基本金 2,318,041,408 　        

基本金 121,987,270,553 　      



 

注記 

1.重要な会計方針 

(1)引当金の計上基準 

徴収不能引当金 

金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

  退職給与引当金 

①大学 

       退職金の支給に備えるため、期末要支給額 7,834,082,700 円の 100％を基にして、私立大学退職

金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。 

②新座中学校・高等学校 

退職金の支給に備えるため、埼玉県私学振興財団加入者については、期末要支給額 1,258,324,900

円から同財団からの交付金相当額を控除した金額の 100%を計上している。 

③池袋中学校・高等学校及び小学校 

退職金の支給に備えるため、期末要支給額 989,714,000 円から、東京都私学財団よりの交付金相

当額を控除した金額の 100％を計上している。 

④法人本部 

退職金の支給に備えるため、期末要支給額 372,398,600 円の 100％を基にして、私立大学退職金

財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。 

   年金引当金 

   法人及び勤務員の拠出による独自の年金制度が設けられており、給付額と積立額との差額を調整した年金

引当特定資産の額と同額の年金引当金を計上している。 

 

(2)その他の重要な会計方針 

有価証券の評価基準及び評価方法 

移動平均法に基づく原価法である。 

  預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

  預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

 

2.重要な会計方針の変更等   

  該当なし 

 

3.減価償却額の累計額の合計額       57,496,861,791 円 

 

4.徴収不能引当金の合計額         3,398,841 円 

 

5.担保に供されている資産の種類及び額 

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。 

   土地 73,890 平方メートル：帳簿価額     783,867,803 円 

   建物 39 棟         ：帳簿価額  17,878,674,620 円 

 

6.翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額   4,223,879,397 円 

 

7.当該会計年度の末日において第 4 号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策 

  第 4 号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 

  

 



 

8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

(1)有価証券の時価情報 

①総括表                                    （単位 円） 

 当年度（2025（令和 7）年 3月 31 日） 

貸借対照表計上額 時  価 差  額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 7,720,850,719 8,051,042,771 330,192,052 

（うち満期保有目的の債券） (0) (0) (0) 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 35,838,733,668 34,293,044,019 △1,545,689,649 

（うち満期保有目的の債券） (0) (0) (0) 

合      計 43,559,584,387 42,344,086,790 △1,215,497,597 

（うち満期保有目的の債券） (0) (0) (0) 

時価のない有価証券 15,000,000  

有価証券合計 43,574,584,387  

 

②明細表                                    （単位 円） 

種類 
当年度（2025（令和 7）年 3月 31 日） 

貸借対照表計上額 時  価 差  額 

債券 41,629,936,393 40,211,121,133 △1,418,815,260 

株式 0 0 0 

投資信託 1,929,647,994 2,132,965,657 203,317,663 

貸付信託 0 0 0 

その他 0 0 0 

合      計 43,559,584,387 42,344,086,790 △1,215,497,597 

時価のない有価証券 15,000,000  

有価証券合計 43,574,584,387 

 

(2)学校法人の出資による会社に係る事項 

当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。 

①名称及び事業内容 

    株式会社 立教企画   総務・人事業務、財務・経理業務、不動産の活用・管理・運営業 

   ②資本金の額          30,000,000 円 (200 株) 

③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日 

            1997（平成  9）年 １月 14 日        4,900,000 円  98 株 

            1998（平成 10）年 12 月 18 日      5,100,000 円 102 株 

合 計 10,000,000 円 200株  100% 

④株式会社立教企画の子会社の状況 

  １．株式会社 立教ファシリティマネジメント 

 資本金      2,000万円 

     主な事業内容   業務受託業、機器・什器・消耗品・食料品等の販売業、 

                                 施設の保守管理・整備・清掃、移転業務 

     議決権の所有割合 100% 

  ２．株式会社 立教オフィスマネジメント 

     資本金      2,000 万円 

     主な事業内容   業務受託業、一般労働者派遣業、有料職業紹介業、損害保険代理業、 

                                 旅行業、図書館業務の受託・請負業、図書館業務に関するコンサルタント 

議決権の所有割合 100% 

  

 

  



 

⑤当期中に学校法人が当該会社及びその子会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引額 

                                                        （単位 円） 

当該会社等からの受入額 

配 当 金     0 一 般 寄 附 金 19,055,000 

現 物 寄 附 金     0 賃 貸 料 0 

受 取 利 息 21,494,004   

当該会社等への支払額 
清 掃 費 360,930,927 管 理 委 託 費 477,300,108 

委 託 費 1,309,926,168 そ の 他 経 費 217,940,014 

                                                                                    (単位 円) 

 期首残高     資金支出等     資金収入等     期末残高     

当該会社への出資金 10,000,000 0 0 10,000,000 

当該会社への貸付金 2,149,400,505 0 24,865,457 2,124,535,048 

当該会社等への未払金 11,113,284 11,113,284 13,779,369 13,779,369 

 

⑥当該会社の債務に係る保証債務  学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。 

 

(3) 当法人独自の年金制度において、2024（令和 6）年度決算見込みによる責任準備金 29,498,143,667 円と年金

資産 7,013,079,900 円の差額は 22,485,063,767 円となっている。年金財政の健全性を高めるため、積立比

率 50%を目標とした制度改正を令和 6 年度 8 月に実施し、今後は積立比率が改善する見込みとなっている。 

 

(4)所有権移転外ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次のとお 

りである。 

①2009（平成 21）年 4 月 1 日以降に開始したリース取引 

       リース資産の種類     リース料総額     未経過リース料期末残高 

       教育研究用機器備品    95,428,148 円         28,518,242 円 

       管理用機器備品        9,074,755 円         4,044,953 円 

             ソフトウエア                      0 円              0 円 

       車  両         11,787,600 円        4,702,500 円 

       合  計           116,290,503 円            37,265,695 円 

 

②2009（平成 21）年 3 月 31日以前に開始したリース取引 

  該当なし 

 

(5)関連当事者との取引  

該当なし 

 

 


